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公共交通を利用する際の選択肢の多さは交通弱者が増加する今後の日本社会における Well-Being に大き

く寄与するため，公共交通のみならず地域の持続化においても重要な要素であると考えられる．本研究で

は選択肢の豊かさを示す多様性の観点から公共交通体系を捉え，持続化に向けた考察を行った．まず，各

市町村の公共交通多様性を評価する指標を用いて将来推計を行い，地方都市やベッドタウンで顕著な多様

性低下が懸念されることを示した．そして，その地域における多様性維持施策として自治体による適正な

費用負担額を提示し，国内外の事例と比較することによりその実現可能性を示した．また，鉄道を廃止し

て代替交通を導入する場合について検討を行い，費用削減により交通の持続化は見込めるものの，多様性

低下により地域の持続化が困難となることを示唆した． 
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1. はじめに 

 

(1) 研究背景 

わが国の地方部においては，人口減少や自家用自動車

への依存を背景とした公共交通利用者数の減少によって，

公共交通の維持が困難となっている．この課題に対し国

土交通省 1)は，利用者数に見合ったモードチェンジを推

進し，多様な交通サービスを有機的に組み合わせること

により，交通空白地域の発生防止や運行経費の抑制・交

通の効率化等の効果が見込めると言及している． 

しかし，ここで述べられている多様とは，行政・事業

者といった維持費用を考える立場にとってのものであり，

利用者目線のものではない．具体的には，「鉄道・路線

バス」から「路線バス・コミュニティバス・デマンド交

通」への転換が推奨されており，これを多様化としてい

るが，利用者目線で考えれば鉄道という速達性・定時性

が高い選択肢が消失しており，多様化とは逆行している． 

移動における利用者の自由度が大きく制限を受ければ，

公共交通利用者数のみならず，交通弱者が増加する今後

の日本社会における Well-Beingや居住地人口へ大きな影

響がもたらされることが予想される．これにより地域の

衰退が加速すれば，公共交通はさらに維持が困難となる

と考えられる．しかし現状では，持続可能な公共交通を

議論する際には低コスト・最低限度の移動手段の確保に

焦点が当てられ，利用者目線，そしてその先の地域の持

続化に関しては十分に考慮されていないといえる． 

 

(2) 研究目的 

人々が交通手段に求めるニーズは多種多様であり，1

つの公共交通でその全てに対応することは非常に困難で

ある．したがって，公共交通体系全体で様々な選択肢を

提示し，その中から自由に選択できる状態こそが利用者
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にとって望ましく，それによって公共交通利用率向上や

その地域の魅力向上にも大きく貢献すると考えられる． 

本研究では選択肢の豊かさを示す多様性の観点から公

共交通体系を捉えることにより，その持続可能性につい

て分析と考察を行う． 

 

2. 本研究の位置づけ 

 

(1) 既往研究の整理 

 公共交通の多様性に関する国内の研究は筆者の知る限

り存在しなかったが，海外の研究ではいくつかみられた．

Pareekhら 2)は，複数の都市サンプルから人口や各交通モ

ードのシェアなどを変数として抽出し，探索的因子分析

を行うことにより，交通の多様性の根底にある要因を調

査し，"auto-oriented", "city-specific", "multimodal inclination" の 3

つの因子により交通の多様性を説明可能であるとした．

Armin ら 3)は，生物多様性の概念を応用することで，公

共交通の機能的多様性と均質性を評価する指標を考案し，

ニューヨーク市内における輸送障害や自然災害に対する

交通の脆弱地域を特定した．しかし，いずれも人口増加

や都市の発展を前提に交通網の強靭化などを目的として

おり，人口減少下における持続可能性向上を検証した研

究はと乏しい．このことから，多様性の観点から公共交

通体系を捉え，公共交通や地域の持続化について議論す

る本研究の新規性は十分にあると考えられる． 

 

(2) 筆者らの先行研究 

 公共交通体系は都市圏を繋ぐ新幹線，新幹線に接続す

る都市間交通，その下の都市内交通というように新幹線

を頂点とした階層構造となっていると考えられる． 

筆者らの先行研究 4)では，公共交通の階層構造を生物

学の生態系 5)，理論言語学の文章中の単語間の関係性を

示す木構造 6)のアナロジーと捉え，これらの分野で開発

されてきた分類学的手法を公共交通に対し応用した[1]．

すなわち，分類学的多様性評価指標から，式(1)に示す

市町村 xに関する公共交通体系の多様性を評価する指標

Diptm(Diversity Index of Public Transport modes)を開発した． 

𝑫𝒊𝒑𝒕𝒎𝒙 =∑∑𝝎𝒊𝒋 ∙ 𝜺𝒊𝒙 ∙ 𝜺𝒋𝒙

𝑺

𝒋=𝟏

𝑺

𝒊=𝟏

(𝟏) 

S：種数 ωij：iと jの分類学的距離 

εi：交通 iの時空間カバレッジ，ai：交通 iの時空間的データ 

x：市町村名，i, j ：交通種別 

 

ここで，分類学的距離ωijは交通モード iと jの非類似

度時空間カバレッジεiは交通モード iの相対的なサービ

スレベルを表し，前者は 1~4の離散値，後者は 0~2の連

続値をとる．この Diptmを市町村単位で算出し，持続化

に関わる指標との関係分析を行った．その結果，Diptm

は人口や人口増加数，そして公共交通分担率と強い相関

があることが確認された．よって，本研究では人口指標

を用いた公共交通の多様性の推計式を構築し，人口が減

少する将来時点の Diptmを推計する．この推計値から多

様性の低下が懸念される地域を抽出し，その地域におけ

る公共交通維持方策について費用負担の観点を踏まえた

提案を行う．なお，本研究では，筆者の先行研究に倣い，

近畿・中国・四国地方を調査対象地域とし，市町村を分

析単位とする． 

 

3. 公共交通多様性低下が懸念される地域の抽出 

 

(1) 公共交通多様性と人口指標の関係式 

本章では，各市町村の Diptmの将来値を推計し，公共

交通体系の多様性の顕著な低下が予想される地域を抽出

する．推計にあたり，人口指標と Diptmとを関連づける

重回帰式のパラメータ推定を行った．説明変数は各市町

村の人口・人口密度・高齢化率・DID人口・DID人口密

度ならびに属する都市雇用圏中心都市の Diptm（中心都

市 Diptm）を候補とし，後退消去法によって人口・高齢

化率・中心都市Diptmの 3つに決定した．推定結果を表-

1に示す． 

この式から，人口および高齢化率が高いほどDiptimが

高くなることが分かる．人口が多い市町村ほど公共交通

が充実している現状を示している．また式(2)は，高齢

化率が高くなるほど，高齢者のモビリティ改善のために

費用負担が可能な範囲でデマンド交通やコミュニティバ

ス等を導入する自治体が多く，結果として多様性を高め

てきたという現状を示唆している．すなわち，この係数

は現状の市町村の財政制限が含意されている点に留意さ

れたい．さらに，中心都市 Diptmが有意となっているこ

とから都市圏の中心都市の多様性が同じ都市圏内の周辺

都市の多様性へ Diptm影響を及ぼすという階層構造が見

られた．ここで扱う中心都市および周辺都市とは，都市

雇用圏において中心都市・周辺都市と定義された市町村

を指す．Diptmccのパラメータが負となっているのは，中

心都市への都市機能の集中に伴い交通機能も集中し，こ

れらが成熟する 

 

表-1 重回帰分析結果 

重相関 R 0.94 

重決定 R2 0.88 

補正 R2 0.87 

標準誤差 10.23 

観測数 400 
 

 係数 t P-値 

切片 0   

人口(万人) 1.2 44.5 <0.01 

高齢化率(%） 0.2 11.5 <0.1 

中心都市

Diptm 

1.3×

10-2 
-2.9 <0.01 
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ほど，周辺都市はそれに依存したベッドタウンとして単

機能化あるいは公共交通の多様性が低下するためである

と考えられる．  

 

(2) 公共交通多様性の将来推計 

重回帰式の各説明変数に将来推計値を代入することに

より，各市町村における Diptmの将来推計値を算出した．

なお，推計は 2025年から 2045年までの 5年毎時点での

値をそれぞれ算出した．また，将来推計人口と将来推計

高齢化率は国立社会保障・人口問題研究所 7)の試算値を

参照し，Diptmccは算出する 5年前の値を参照した．2019

年から 2035年のDiptm変化率の推計結果を図１に，2045

年における減少率が大きい上位 10 市町村の 5 年毎変化

率を表 1に示す． 

この結果から，郊外都市や地方都市を中心に Diptm低

下が見込まれることが確認できた．特に深刻であるのは

中国地方内陸部や山陰地方西部，奈良・和歌山県内の一

部のベッドタウンなどであり，2035年時点では現状より

40%程度減少すると推計された． 

なお，山間部地域の一部で Diptmの推計値が現状より

も高くなった要因としては，現状の多様性が非常に低く，

高齢化率の将来推計値が顕著に大きいことが挙げられる．

Diptm が小さい際には，高齢化率の項の影響が大きい．

さらに，高齢化率に関する項は線形で表現されているた

め，現状の地町村の財政制限を含意しているものの，高

齢化率が高まる将来需要への財政の対応を表現しきれて

いない．いずれにせよ，これらの地域では最低限度の移

動手段の確保さえ難しい状況であると考えられるため，

Diptm 第 1 章で述べた国土交通省が提唱する身の丈に合

った交通への転換することで，財政負担を減少させ，公

共交通の多様性を維持・減少させないことが適切である

と考えられる． 

 

表-2 減少率の大きい市町村の 5年毎変化率（%） 

市町村名 
Diptm 

2030 

Diptm 

2035 

Diptm 

2040 

Diptm 

2045 

奈良県葛城市 -28.3 -45.8 -62.4 -81.5 

兵庫県小野市 -26.0 -40.5 -54.3 -70.0 

岡山県美作市 -25.9 -41.0 -54.8 -69.4 

奈良県香芝市 -21.6 -36.0 -51.1 -69.2 

京都府舞鶴市 -30.3 -43.6 -55.3 -67.2 

島根県江津市 -25.7 -40.8 -53.6 -67.0 

和歌山県橋本市 -22.5 -37.8 -51.7 -67.0 

広島県岩国市 -30.1 -43.4 -55.2 -67.0 

奈良県桜井市 -25.7 -39.5 -52.8 -66.7 

広島県庄原市 -27.1 -41.2 -53.8 -66.0 

島根県津和野町 -21.5 -37.5 -51.4 -65.7 

京都府京丹後市 -26.0 -39.3 -51.9 -65.4 

岡山県新見市 -22.6 -37.3 -51.1 -65.2 

岡山県井原市 -25.8 -38.6 -50.7 -63.6 

奈良県斑鳩町 -24.4 -37.3 -48.9 -63.1 

 

図-1各市町村のDiptm変化率（2019年～2035年） 

 

4. 多様性維持に向けた試算 

 

(1) 対象地域の選定 

 本章では，第 3章で抽出した将来的に多様性低下が懸

念される地域に焦点を当て，議論を行う．現状では，こ

のような地域に対しては身の丈に合った交通への転換が

望ましいとされているが，本研究では地域の持続化を見

据え，公共交通体系における選択肢の豊かさを示す多様

性を維持するための方策について考える． 

 第 3章で抽出した地域のうち，本研究では中国地方内

陸部の都市である広島県庄原市を取り上げる．この地域

では近年，鉄道の利用低迷が深刻化していることから，

鉄道の廃止を視野に入れた検討 8)が進められており，本

研究の推計結果と社会の動向の整合性が十分に認められ

る．本研究では，この地域における事業者単独による鉄

道維持が困難な状況であると仮定し，Diptm の維持をア

ウトカムとする施策について議論を行う．  

 

(2) わが国における公共交通の変遷 

 わが国の交通モードは，鉄道・路面電車・路線バス・

タクシーを原種とし，それぞれが社会情勢や地域に適応

するように進化，すなわちモードチェンジを繰り返し，

その種類は多様化してきた 9)．特に近年ではコミバスや

グリスロなどといった維持費用の削減や価値合理化を目

的としたバス交通から派生する進化が注目を集めている． 

 一方で，鉄道からの派生は高度経済成長期における利

便性の追求やその後の建設費の合理化を目的としたもの

が多く，近年では JR大船渡線・気仙沼線BRT化や JR富

山港線 LRT 化など，費用の削減や新たな価値づくりを

目的としたものもいくつかあるものの，いずれも災害復

旧や中核市における都市内交通としての活用などの特異

な事例であり，鉄道のモードチェンジの議論は難航する

ケースが多く見受けられる． 

 そこで本研究では，事業者単独による維持が困難とな

った鉄道路線について，鉄道のまま維持するための方策

およびBRTもしくは路線バスに転換した場合のDiptmと

費用の変化について検討・考察を行う． 
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(2) Diptmを用いた社会的インパクトの定量化 

 まずは，鉄道維持に向けた方策について検討する．第

2 章で述べた Diptm と人口指標および公共交通分担率と

の相互作用の関係性を踏まえれば，Diptm の維持は公共

交通維持による社会的なアウトカムを間接的に表現した

ものと捉えることができる．また，青木ら 10)は，自治体

が社会的インパクトの価値に応じた適正な費用負担を行

うことにより，持続化と利用促進の両立が可能になると

言及した．これを踏まえ，本研究では Diptmの維持を地

域に資する社会的価値であると解釈し，その経済的価値

を算出方法を構築し，庄原市の公共交通多様性を維持す

るための適正な負担額を試算した． 

 

𝐸𝑉𝐷𝑖 = 𝐷𝑖𝑝𝑡𝑚𝑖 × 𝐶𝑃𝐷≠𝑖̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅̅ (2) 

𝐶𝑃𝐷𝑖 = 𝐶𝑜𝑠𝑡𝑖/𝐷𝑖𝑝𝑡𝑚𝑖 (3) 

𝐷𝑖𝑝𝑡𝑚𝑖 = |𝐷𝑖𝑝𝑡𝑚 − 𝐷𝑖𝑝𝑡𝑚±𝑖| (4) 

EVDi (Economic Value of Diptmi)：Diptmiの経済的価値 

𝐶𝑃𝐷≠𝑖̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅̅ ：交通 i以外のCPD平均値 Costi：交通 iの維持費用 

CPDi (Cost Per Diptmi)：交通 iにおけるDiptmあたりの費用 

Diptm±i：交通 iを廃止もしくは導入した場合のDiptm  

Diptmi：交通 iによって保たれているDiptm  

 

 定量化にあたり，以下の指標(3)(4)(5)を定義した．計

算結果を表-3に示す．式(4)におけるCostiは各交通の赤字

額を参照しており，現状ではバス交通については市が負

担しているが，鉄道は事業者が全て負担している 11)．こ

れを踏まえれば，式(3)で示すEVDは「鉄道が保つDiptm

によって基準化した，他交通における公金投入額の平均

値」，すなわち「鉄道によって保たれている Diptmの経

済的価値」と解釈できるため，本研究ではこれを Diptm

の観点により定量化した社会的インパクトと定義する．

なお，EVD の計算には他のモードにおける市の負担額

を参照する必要があり，現状では鉄道に対する市の負担

はないため，鉄道以外の交通モードにおける EVD は計

算できないことに注意されたい． 

 

(3) EVDに基づく費用負担の試算とその実現可能性 

 青木ら 10)の提言を踏まえ，本研究では Diptmの観点に

より定量化した社会的インパクトとして定義した EVD

に基づく費用負担を試算する．すなわち，鉄道維持に対

する庄原市による適正な費用負担額を年間約1億2500万 

 

表-3 庄原市における各交通のCPDと鉄道のEVD 

 Diptmi 
Costi 

（千万円） 

CPDi 

（千万円） 

EVDi 

（千万円） 

Railway 15.5 (143.36) (9.46) 12.51 

Bus 14.5 18.22 1.26 - 

Community Bus 13.3 3.84 0.29 - 

Demand Bus  3.2 2.71 0.84 - 

円と提示する．続いて，この費用負担の財政的な実現可

能性について，国内外の事例との比較により検討を行う． 

 わが国の自治体の公共交通の予算が全予算額に占める

割合は 0.5％程度 12)と言われており，同じく人口減少，

高齢化が進む欧州諸国での 1.0％以上 13)と比較すると低

い水準である．現状の庄原市における全予算額に占める

公共交通予算の割合は 0.59%であり，本研究が提示する

負担額を公共交通予算として新たに計上すると 0.85%程

度に上昇するが，欧州の水準と比較すると依然として過

少であることから，費用捻出の余地は十分にあると考え

られる． 

 また，国内においても，福島県の JR 只見線不通区間

沿線地域 14)において，上下分離方式導入により，市町村

が鉄道施設維持費用として路線 1kmあたり年間約 228万

円負担することが決定した．本研究が提示した庄原市の

負担額を路線延長あたりに換算すると約 168万円となる

ことから，国内事例と比較しても負担額は過少であり，

財政的な観点による実現可能性は十分にあると考えられ

る． 

 

(4) 鉄道を維持しない場合のDiptmと費用の変化 

続いて，鉄道を廃止し，代替交通を導入する場合の

Diptm と費用の変化について分析を行った．結果を表 4

に示す． 

Diptmあたりの費用 CPDで比較すれば，代替バス導入

が最も効率的であることを示しており，だからこそ現状

においてはそれが推奨されていると考えられる．しかし，

鉄道と比較して Diptmの低下が著しく，現状の庄原市の

Diptmが 31.2であるため，約 44%低下してしまうことに

なる．したがって，代替バス導入時に多様性を維持する

ためには，別途新たな交通モードの創出が必要となると

考えられる．  

BRT 導入は CPD が鉄道より約 4300 万円ほど低く，

Diptm 低下も約 8%に抑えられる．しかし，JR 日高線の

例 14)を参考に試算すると，約 70 億円程度の初期費用が

必要になる．同じ中国地方の山口県宇部市においてBRT

転換の協議が凍結された事例を踏まえると，その実現性

は難しいと考えられる．ただし，被災等により鉄道復旧

に多額の費用を要する場合には，BRTによって復旧し，

維持費用の減額ならびに多様性低下の抑制の両立を図る

ことが妥当であると考えられる． 

 

表-4 鉄道および代替交通Diptmと費用の変化 

 Diptmi 
Costi 

（千万円） 

CPDi 

（千万円） 

EVDi 

（千万円） 

Railway 15.5 (143.36) (9.46) 12.51 

BRT（代替） 13.1 67.8 .5.17 10.57 

Bus（代替） 2.0 6.1 3.05 1.61 
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5. おわりに 

 

(1) 本研究の成果 

 本研究では，公共交通の多様性の維持を交通と地域の

持続化に資する重要な要素と位置づけ，人口が減少する

将来の公共交通体系の多様性を推計し，多様性の顕著な

低下が懸念される地域を抽出した．また，これらの地域

の代表として庄原市を例に，多様性を維持するための施

策として，鉄道維持が地域に資する経済的価値を社会的

インパクトとして算出し，それに応じた自治体による費

用負担を試算した．新たな負担により財政への負荷は増

加するものの，わが国と同様に人口減少が進む欧州の公

共交通予算や上下分離方式を導入した国内事例と比較す

ると過少であることを確認し，その実現可能性を示した． 

 

(2)  今後の課題 

 最後に今後の展望について言及する．本研究では

EVD に基づく自治体の費用負担について，自治体の財

政面における実現可能性について検証したが，残りの費

用を負担する事業者・都道府県・国の負担額の適正値に

ついては示していない．鉄道維持によるそれぞれの受益

を定量化した上で，持続可能な公共交通の実現に向けた

多様性確保の重要性を確認した上で，合意形成の実現可

能性の考察を行うことが望まれる． 

 

補注[1]   

分類学的手法を公共交通に適用するに際に，下図に示

すように nodeおよび right of wayの観点から分類を行い， 

分類学的距離を算出した． 

 

 

 

    図-2 公共交通体系の階層構造の考え方 
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Study on Quantitative Evaluation of Public Transportation Systems  

from the Viewpoint of Diversity and Sustainability of Regions and Transportation 
 

Ryota NAKASE, Yasuchika AOKI, Kento YOH and Kenji DOI 

 
 Incorporating the perspectives of users and residents is one of the most important concepts in trans-

portation planning in order to build sustainable communities and public transportation systems. However, 

the discussion so far has continued to focus only on reducing the cost. In this study, we quantified the 

benefits received by users, residents, and the region by considering the public transportation system from 

the perspective of diversity, which represents the richness of options. And we suggest the cost-sharing by 

local governments as a countermeasure for regions where the diversity of public transportation modes will 

decline in the future is demonstrated by comparing with domestic and international examples. 
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